
人材養成計画構想・概要 
 

○対象業務及び対象分野 「（１）大学院修士課程相当②基盤ソフト分野」 
○人材養成ユニット名  「産学融合先端ソフトウェア技術者養成拠点の形成」 
○代表者名    「本位田 真一」 
○提案機関名    「国立情報学研究所」  
 計画の目標・概要  

１．目標 
本計画では、大学院修士課程相当に対して人材養成ユニットを設置する。養成目標は以下

の通りである。 
○ 人材養成開始後３年目の目標 
情報系の大学院修士課程を修了した、情報関連企業のエース級ソフトウェア技術者を対

象として、最先端のソフトウェア工学の少なくとも８つのテーマに関して３種類の手法とツー

ルを体得すると同時に、将来の新しい問題と新しいソフトウェア科学の成果に対応できる

応用力を身につけたレベル(修士課程相当以上)まで、１０人を養成する。 
○ 人材養成開始５年後の目標 
前項と同様の人材を３０人養成する。 
２．内容 
本計画では、企業と大学が協力することで、先端ソフトウェア技術者の養成を以下のように行

う。国内外の大学・研究所のソフトウェア工学研究者を結集し、主要企業の協力を得て、先端

的かつ実践的なソフトウェア工学教材を開発し、その教材を基礎としたソフトウェア工学の講座

を体系的に開発する。最先端のソフトウェア科学の成果を現実の問題に対していかに適用する

のかの「ノウハウ」を教材化するのがポイントである。なお、ソフトウェアの対象分野としては、我

が国として、今後特に国際競争力を培っていく必要のある「情報家電」とする。 

 

 
 人材養成の必要性 

 

現在のソフトウェア産業においては、米国が支配的な力を持っている一方で、中国やインド

が新たな勢力として台頭しつつある。我が国の国際競争力が弱い背景として、企業には科学

がなく、大学には実践がないという、産学間の大きな隔たりを指摘することができる。具体的に

は、大学におけるソフトウェア科学の成果が、企業のソフトウェア開発現場で活用されていない

というのが現状である。すなわち、ソフトウェア科学の様々な成果を、現実の問題に対して適切

に適用するためのノウハウを身に付けたトップレベルの人材の養成が急務である。こうした人材

が各ソフトウェア開発現場において指導的な役割を果たす真の技術リーダとなる。 

 

 
 計画進展・成果がもたらす利点  

本計画によって養成される先端ソフトウェア技術者は、企業の開発現場における真の技術リ

ーダとして、我が国のソフトウェア産業の国際競争力強化に、様々な形で多大な貢献をすること

が期待される。なお、大学共同利用機関としての役割として、今回、開発した教材を国内の大

学に広く普及させる。その結果、我が国の数多くの大学におけるソフトウェア工学教育に対して

も貢献することになる。 
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先端ソフトウェア技術者
・ソフトウェア科学の成果を実問題に適用できるノウハウを獲得
・新しいソフトウェア科学の成果を活用するためのノウハウを獲得
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大学

・若手教員
・大学院生

ＮＩＩ 先端ソフトウェア技術者養成拠点

産学融合先端ソフトウェア技術者養成拠点の
実施体制

最先端の研究者

国内外の大学、研究機関

• 講座開発に参加
• 実問題の提供
• 社内へのフィードバック
• 最新のツール・手法の習得

• 最新のツール・手法の習得
• 良い教材と活用法の習得

• 最新ツール・手法の提供
• 研究へのフィードバック

大学共同利用機関大学共同利用機関

各大学各大学

推進委員会

企業

•研究者
•実務者

講座開発WG １：大学、研究機関、企業の研究者から構成

• 教材の普及

講座開発WG ｎ：大学、研究機関、企業の研究者から構成
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